　　　帯広市下請契約からの社会保険等未加入建設業者の排除等に関する取扱要綱の運用基準
（趣旨）

第１条　この運用基準は、帯広市下請契約からの社会保険等未加入建設業者の排除等に関する取扱要綱（平成30年３月15日制定。以下「本要綱」という。）の規定に関し必要な事項を定めるものとする。
（社保未加入建設業者の確認）
第２条　本要綱第３条の規定に基づき、社保未加入建設業者を確認するため、受注者は、監督員から次の各号に定める書類の提出を求められた場合は、速やかに提出することとする。
⑴　下請業者が経営事項審査（以下「経審」という。）による審査を受けている場合　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（有効期間内に限る。）
⑵　下請業者が経審による審査を受けていない場合　
ア　健康保険又は厚生年金の場合　次のいずれかに該当するもの
(ア)　領収証書
(イ)　社会保険料納入証明書

(ウ)　資格取得確認及び標準報酬決定通知書
イ　雇用保険の場合　次のいずれかに該当するもの
(ア)　領収済通知書及び労働保険概算・確定保険料申告書
(イ)　雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）
（下請契約を締結した下請負人が社保未加入建設業者である場合）

第３条　受注者は、本要綱第４条第２項の規定に基づき、本要綱別記第１号様式の提出を求められた場合は、工事施工協議簿等で指示を受けた日からおおむね７日以内に提出することとする。
（理由書の提出がある場合）

第４条　監督員は、本要綱第４条第３項又は第５条第３項に基づき理由書の提出を受けた場合には、総務部総務室契約管財課に理由書を回付することとする。
２　前項の回付があった場合には、総務部総務室契約管財課において、次に掲げる例により、特別の理由を有するか否かの判断を行う。この場合において、必要に応じて、帯広市建設工事等指名委員会（帯広市建設工事等競争入札参加資格審査委員会及び帯広市建設工事等指名委員会に関する要綱第１０条に定める委員会をいう。）に諮ることとする。

⑴　特別の理由を有する例　設計図書等で示している特殊な技術、機器又は設備等（以下「特殊技術等」）が必要とされる工事のうち、特殊技術等を有する者と下請契約を締結しなければ契約の目的を達成することが困難であることが明らかなもの
⑵　特別の理由を有しない例　次に掲げるもの
ア　長年にわたり元請下請関係があり、他業者では施工の調整ができないもの
イ　発注者との契約締結前にあらかじめ下請契約を締結していたもの
ウ　下請負人を探す余裕がなかったもの
エ　過去に同一箇所を下請として施工した経験があるもの
（特別の理由を有すると認める場合）

第５条　本要綱第４条第３項に規定する、未加入の社保等につき届出の義務を履行した事実を確認するために指定する一定の期間とは、おおむね３０日間とする。この場合において、提出を受ける確認書類とは、第２条第１号又は第２号の場合と同一とする。
附　則

この基準は、平成30年4月1日から施行する。
　　附　則
この基準は、令和2年4月1日から施行する。
附　則
この基準は、令和４年１月31日から施行する。

